
� はじめに

我が国の陸上交通機関は，昭和４０年代前半まで
鉄道，バスを中心として乗用車等が補完する形で
推移してきた。しかし，近年，旅客自動車運送事
業は，モータリゼーション等の発展による長期的
な乗客減少傾向，自然人口減，規制改革の進展，
民間的経営手法の活用を含めた官と民との役割分
担の見直しの要請といった社会環境変化の中で，
著しく変化が生じた。
バスは，通勤，通学，通院，買い物，レジャー

等の移動需要に応じてサービスを提供する身近な

交通手段である。そのため，民間事業者が代替可
能区間では競合するため公営企業として事業を行
う必要がない。しかし，地理的・社会的条件等に
より民間事業者の参入が見込まれない区間におけ
る交通手段を確保する必要性から公営企業として
事業が実施される。
地方公共団体が公営バス事業を営む目的は，住

民福祉の増進，すなわち，日常生活の足としての
良質で安定した公共交通サービスの提供，維持，
確保のためである。そのため，いかなる状況下に
おいても，事業の廃止を容易に許すことはできな
い。不採算路線について地方公共団体としてどの
ように対応するのか，今一度見直さなければなら
ない。
徳島市では，公共交通の機能低下を防ぎ，シビ

ルミニマム１としてのサービス水準の維持のため，
路線バスを中心とした公共交通のあり方とその実
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現に向けた施策や事業などを示した徳島市地域公
共交通総合連携計画を２０１０（平成２２）年３月に策
定し，２０１４（平成２６）年９月には同計画の見直し
を行った。その結果，市営バスの路線を順次民間
へ移譲，２０３０年度までにバス事業をすべて民間へ
移す方針を打ち出している。
本稿は，我が国の地域公共交通を取り巻く社会

環境の変化，急激な人口減少，規制緩和，高齢化
に伴う移動困難者の増加，無居住地区の増加など
に対応できるよう，地域にとって持続可能な公共
交通サービスの在り方を考え直す時期に直面して
いることから，旅客自動車運送事業について考察
するものである。

� 地方公営企業の概要

１ 地方公営企業の経営
地方公営企業には，１）地方公共団体によって

直接経営される事業，２）地域住民の福祉の増進
を目的とする事業，３）企業性を持つ事業，とい
う特徴がある２。
地方公営企業の経営における基本原則は，「常

に企業の経済性を発揮するとともに，その本来の

目的である公共の福祉を増進するように運営され
なければならない」（地方公営企業法第３条）と
規定されている。同時に，経営は独立採算３で行
うよう大枠をはめるとともに，独立採算制が機能
するために企業会計方式を採用している。こうし
た規定を通じて地方公営企業が効率的かつ合理的
な経営を行う動機を与えている。

２ 経営状況
（１） 事業数
平成２７年度末における普通地方公共団体数は

１，７６５団体。また地方公営企業を経営している団
体が，１，７８５団体（企業団，一部事務組合に加入
している５団体及び特別区を含む）である。
これらの団体が経営している平成２７年度末にお

ける地方公営企業の事業数は８，６１４事業（内，法
適用企業３，１１０事業）で，前年度末に比べ４８事業
０．６％減少（内，法適用企業３３事業，１．１％増）し
ている（図１）。
事業数を事業別にみると，下水道事業が３，６３９

事業で最も多く，次いで水道事業（上水道事業及
び簡易水道事業をいう）２，０８１事業，病院事業６３６
事業，介護サービス５７２，観光施設３０４事業，市場

図１ 地方公営企業の事業数 （単位：事業）

（出典）総務省「地方公営企業年鑑第６３集」より作成。
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１６２事業である（図２）。

（２） 決算規模
平成２７年度の決算規模は１７兆８８２億円で，前年

比１兆６，９０８億円減少している。決算規模が大き
い主な事業は，下水道事業５兆５，２０８億円で最も
大きく，次いで病院事業４兆６，４０８億円，水道事
業３兆９，９１７億円，交通事業１兆８４８億円となって
いる。

（３） 経営状況
法適用企業と法非適用企業を合わせた収支の状

況は，黒字事業が７，６９４事業で，黒字額９，４６７億円
となっている。また，赤字事業８６４事業で，赤字
額２，１５１億円である。
なお，平成１３年度から１３年間黒字であったが，

平成２６年度地方公営企業会計基準の見直しに伴い，
総費用の増加のため１４年ぶりの赤字となった。

（４） 料金収入
平成２７年度の料金収入は，８兆９，１７８億円で前

年比１４９億円（０．２％）増加している。料金収入の

大きい主な事業は，病院事業３兆２，１３３億円が最
も大きく，次いで水道事業２兆７，１２７億円，下水
道事業１兆５，３１９億円，交通事業６，８２３億円となっ
ている。

� 旅客自動車運送事業

１ 旅客自動車運送事業の経緯
我が国の公営バス事業は，１９２４（大正１３）年１

月の関東大震災を契機として，大きな被害を受け
た路面電車の復旧までの代替措置として開業した
のが事業の始まりである。その後，民営バスとの
競合や買収により路線を拡大したが，第二次世界
大戦中には燃料の供給停止や車両の損壊等により
壊滅的な打撃を受けた。
しかし，大戦後，車両の増強等により輸送力が

回復し，昭和３０年代には旅客輸送人員に占める割
合を伸ばしていった。１９７０年代以降，都市部への
人口集中や乗用車の普及等によってバス離れが加
速している。１９９０年代以降，バブル経済の破綻に
よりさらに収益が悪化した事業者が多く，これ以
降極めて厳しい経営状況にある。

図２ 法適用区分別の事業数の推移 （単位：事業）

（出典）総務省「地方公営企業年鑑第６３集」より作成。
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今日，旅客自動車運送事業は輸送人員の減少に
よる厳しい経営状況下において，事業の存続・廃
止を含めた見直しを迫られている。また，地方公
共団体も財政状況が厳しいため，補助金を抑制せ
ざるを得ない。そのため，事業者として収益性の
確保が求められる。

２ 旅客自動車運送事業の概要
（１） 経営状況
平成２７年度末のバス輸送人員は年間９億３，９００万

人であり，前年度比７００万人増加している。輸送
人員は昭和４４年度から対前年度比マイナスに転じ
ていたが，平成２５年度以降は，僅かに増加傾向に
ある。また，公営バス事業の状況を走行キロ当た
り輸送人員，車両１台当たり輸送人員の推移でみ
ると，路線・事業規模の見直しを踏まえた営業所
の統廃合など経営健全化の推進により一定の改善
が見られる。事業数は，１９８０（昭和５５）年の５８事
業が最盛期であり，現在では２６事業となっている。
自動車運送事業においては，車両７，６４０両，営

業路線７，３９７kmを有し，年間９億３，９００万人の輸
送を行っている。また，１日平均輸送人員は２５６
万５，０００人である。

（２） 決算規模
総収益は１，７６７億４，２００万円で前年度比４．６％減

少している。一方，総費用は１，６８９億１，６００万円で
前年度比２９．９％減少している。この結果，純利益
は７８億２，７００万円の黒字である（表１）。

３ 旅客自動車運送事業の状況
我が国の総人口は，戦後の第一次及び第二次ベ

ビーブーム等を経て，一貫して増加傾向を辿って
きた。２００８（平成２０）年の１億２，８０８万４千人を
境にそれ以降減少傾向に転じている４。今後，さ
らに急激な人口減少の影響により，２０５０年までに
現在人が住んでいる地域の２割が無居住化すると
の予測もみられる５。そして，このような状況に
伴い交通空白地域６が広がりをみせる。
旅客自動車運送事業の目的は，公共の福祉の観

点から地域住民の移動手段としての機能を果たす
ことである。近年の高齢化による急速な交通不便
地域だけに留まらず，一般路線においても高齢者
等のモビリティ確保に向けた努力が必要である。
効果的に採算路線と不採算路線を組み合わせた路
線ネットワークを構築し，シビルミニマムとして
の運行水準の維持が求められる。そのため，一般
会計から不採算路線へ補助金を交付することで，
地域住民の足を確保して公営バスの役割を果たし
ている。事業，路線の廃止は，路線ネットワーク
の崩壊，交通の空白地帯，サービス水準の低下に
繋がり，公営バスの基本理念を崩すことになる。
すなわち，不採算だけを理由に廃止路線とするこ
とが難しいのである。
旅客自動車運送事業の減収に陥る原因は，主な

ものとして，不採算路線の廃止や事業規模の減少
（減便）が考えられる。経営を立て直すための減
便等によりバス利用者の利便性の低下を招き，結
果としてバス利用者の逸走に繋がるという負のス
パイラルが繰り返される。このような状況が続く
ことは，公営バス事業の本旨を達成できないだけ

表１ バス事業の経決算状況の推移（法適用企業） （単位：百万円）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

総収益 １９２，８９５ １８４，０５７ １８０，８９９ １８５，１８９ １７６，７４２

営業収益 １６０，５８１ １５７，７３７ １５６，８５０ １５５，７３７ １５７，００２

総費用 １９４，９５０ １７７，９２９ １７０，５６６ ２４０，９７４ １６８，９１６

営業費用 １８５，８９７ １７３，４７１ １６７，７８４ １６６，９５４ １６４，４８６

純損益 △２，０５５ ６，１２８ １０，３３３ △５５，７９１ ７，８２７

（出典）総務省「地方公営企業年鑑第６３集」より作成。
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でなく，バス利用者にとっても利用を躊躇する公
共交通手段になる虞がある。
こうした状況下で，旅客自動車運送事業におい

ては省エネルギー，環境保全，道路の有効利用等
の観点から輸送の需要を自家用車からバスへと誘
導するために，バス優先・専用レーン，バス専用
道路の設定等行政との連携を図りながら定時性の
確保，速達性向上を図る努力が続けられている。
旅客自動車運送事業は，公営であろうが民営で

あろうが業務内容に大きな違いはなく，同種の
サービスであれば基本的には安価な方が望ましい
といえる。したがって，「高い人件費コストを市
民・利用者に負担させているのは，『公営企業の
意義』を発揮するためだ」７とは言えない。企業と
して最大限の経営効率化を図った上で，不採算路
線を維持し，利用者の利便性を確保する場合，当
該路線の赤字の幅，代替交通機関の有無，利用者
からの要望等を総合的に考慮して決定しなければ
ならない。それでも，なお維持が困難な路線につ
いては，残念ながら廃止せざるを得ない。

４ 徳島市営バス
徳島市は，地域社会における住民生活および経

済活動上の最低限の移動手段として「『企業路線』

『福祉路線』」８の維持について，責任と義務を負っ
ている。しかし，市の財政状態が厳しさを増して
いるので，長期的に事業維持には厳しいものがあ
る。そのため，市バスの今後の在り方について，
徳島市としての交通政策上の枠組みを明らかにす
る必要がある。
こうした状況下で，徳島市交通局は幾度に亘る

経営健全化計画を策定し，事業規模を縮小しなが
らも独立採算制を基本に運営を維持しようとして
きた。しかし，都市政策または福祉政策的見地か
ら運行を続けているようないわゆる福祉（政策
的）路線については，「地方公営企業としてこれ
以上運営を続けることには限界がある」９という見
解に達している。
昨年度の業務状況は，現行６路線で，乗車人員

が１，６９８，６８３人（１日平均４，６５４人）であり，料金
収入は２億７，０７３万円となっている（図３，表２，
図４）。１日当たりの乗客数は，１９８６年度に９万
人に上ったが，それ以降減少の一途をたどってい
る。
徳島市交通局は，平成２３年度から平成２６年度に

かけて再編を行った。そして，２０１１（平成２３）年
１１月に２０路線を再編し，郊外２路線の運行を民間
バス事業者へと委託した。市郊外を走る路線に引

図３ 乗合バスにおける１日平均輸送人員と輸送収入

（出典）徳島市交通局『平成２８年度経営概要』より作成。
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き続き，平成２７年度から市中心部を走る路線につ
いても段階的に民間委託することとなった。最終
的には，２０３０年度までにバス事業をすべて民間へ
移す方針を打ち出している。
民営化の流れは時代の流れであり，「民営化す

れば，市の財政負担は大きく軽減される。乗客の
増加を目指す民間の企業努力により，利便性が向
上することも期待」１０される。しかし，高齢者，若
年者にとって，公共交通手段としてバスは欠かせ
ない。そうした，住民の足を守るという視点を忘
れてはならない。

� おわりに

近年，旅客自動車運送事業は，公営バス，地域

自主運行型コミュニティバス，市町村等コミュニ
ティバス，公共福祉バスなど，事業主体が多様化
する時代である。このような状況下でコミュニ
ティにおける地域公共交通を維持し移動手段とし
て確保するためには，地方公共団体のみで支える
枠組みでは難しい。そこで，自治組織，地区協議
会，NPO法人など多様な事業主体によって当該
地域公共交通を支える枠組みが必要となる。
旅客自動車運送事業は，地域に密着したサービ

スであるため，地域住民のニーズを的確に把握し，
それぞれの地域の実情に即したサービスを提供す
る必要がある。例えば，自家用車及び自転車との
共存を図りつつバス利用を促進するために，パー
ク＆バスライドやサイクル＆バスライドを図るた
めの駐車場・駐輪場を整備や，バスロケーション

表２ 徳島市営バスの決算額推移 （単位：千円）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

営業収益 ６０２，８９０ ５４７，２５８ ５０４，８４７ ３２６，７４０ ２７６，６６４

乗合 ５８８，４７１ ５３４，１７７ ４９３，１６２ ３１６，７７８ ２７０，７３７

営業費用 ８７６，３９２ ８６３，２５０ ８１４，５７６ ７５０，２６９ ６８１，６００

（出典）徳島市交通局『平成２８年度経営概要』より作成。

図４ 営業計数の推移 （単位：円）

（注）営業係数とは，１００円の収入をあげるのに何円の経費が必要であるのかを示すものである。
（出典）徳島市交通局『平成２８年度経営概要』より作成。
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システムの導入等の快適性の向上，ICカードの
導入による利便性の向上を図る取り組みも重要で
ある。
そのため，経営の効率化，活性化に向けて民間

企業の経営手法の導入が極めて有効であると考え
る。地方公共団体が，公営企業としてサービス提
供を行う必要性について，採算性や路線維持の必
要性，地域における公共交通網の持続可能性の確
保等の観点から見直しを続けることになる。そし
て，人口減少，少子高齢化が加速度的に進展する
ことにより，交通事業を取り巻く環境が厳しさを
増す中で，政策路線（福祉路線）と営業路線との
維持や路線等の配置・再編成，競合する鉄道など
との乗り継ぎ環境の整備等については，一般行政
部門やその他の関係機関，地域住民との密接な連
携のもとで地域の公共交通ネットワークの再構築
を検討することが望ましい。
公共交通手段の一翼を担う旅客自動車運送事業

は，地域住民の生活の足の確保にむけて一般的な
効率性の発揮にとどまることなく，民間企業に通
ずる経営原則としての徹底した効率性と合理性を
発揮できる経営を求められる。そのため，路線の
廃止・減便・整理・移譲・委託などの経営の計画
性・透明性の高い企業体であることが重要である。
さらに，地域住民のニーズとまちづくりとが一

体となった公共交通の再編を進めることも必要で
ある。地域住民に対して，旅客自動車運送事業の
現状や展望を解りやすい形で情報を開示し，信頼
と支持を獲得できる地域に適した公共交通モデル
の構築が求められる。

（註）
１ 地方公共団体が，地域住民のために備えなければなら

ない最低限の生活環境基準をいう。

２ 細谷芳郎（２００４）p．７．
３ 地方公営企業法第１７条の二の２。

４ 総務省統計局「日本の統計２０１７」。

５ 総務省「第３１回地方制度調査会第１回専門小委員会」。

６ バス停から６００m，駅から１km圏外の地域をいう。
７ 松村憲一（２００９）p．６７．

８ 徳島市バス事業の在り方検討委員会（２００８）p．５．
９ 徳島市バス事業の在り方検討委員会（２００８）p．１．
１０ 徳島新聞「社説１１月３０日付」。
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